
○静岡市高度地区における許可による特例に係る手続に関する規則 

平成24年４月１日 

規則第59号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、静岡市都市計画高度地区に定める許可による特例（以下「特例」という。）

に係る手続に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則で使用する用語の定義は、次に定めるものを除くほか、建築基準法（昭和25

年法律第201号）で使用する用語の例による。 

（１）高度地区 都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第３号に掲げる高度地区

をいう。 

（２）計画書 都市計画法第15条の規定により静岡市が定める都市計画に係る同法第14条第

１項の計画書のうち高度地区に関するものをいう。 

（許可の申請） 

第３条 特例に係る許可を受けようとする者は、高度地区許可申請書（様式第１号）に、別表

に掲げる図書を添えて市長に提出しなければならない。ただし、当該図書の全部又は一部を

添える必要がないと市長が認めるときは、当該図書の全部又は一部を省略させることができ

る。 

（許可等の通知） 

第４条 市長は、前条の規定による許可の申請があったときは、これを審査し、当該申請に係

る建築物が特例に係る要件に適合すると認め許可したときは高度地区許可通知書（様式第２

号）により、当該申請に係る建築物が特例に係る要件に適合しないと認め許可をしないとき

は高度地区許可をしない旨の通知書（様式第３号）により、当該申請を行った者に通知する。 

（工事完了の届出） 

第５条 特例に係る許可を受けた者は、当該許可に係る建築物の工事が完了した場合は、速や

かに工事完了届（様式第４号）により市長に届け出るものとする。 

（申請書等の提出部数） 

第６条 この規則に規定する申請書、添付書類又は届出書の提出部数は、正本及び副本の各１

部とする。 

（雑則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 



附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年５月29日規則第80号） 

この規則は、平成27年６月１日から施行する。 

附 則（令和３年８月31日規則第66号） 

この規則は、令和３年９月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

（平27規則80・一部改正） 

図書 明示事項（該当しない事項を除く。） 

付近見取図 方位、道路、目標となる建築物、申請敷地及び建築物の位置 

配置図 縮尺、方位、敷地境界線の種別及び長さ、土地の高低、地盤の異なる区域

の境界線、用途地域境界線、防火地域及び準防火地域境界線、建築基準法

（以下「法」という。）第56条第２項に規定する後退距離、敷地内におけ

る建築物の位置、当該申請に係る建築物と他の建築物との別、擁壁、屋外

広告物その他の工作物の位置、敷地の接する道路の位置、中心線及び幅員、

公開性のある空地等の配置及び形状 

理由書 許可申請をする理由 

敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な各部分の寸法及び算式 

空地率算定図 空地率の求積に必要な各部分の寸法及び算式 

緑化率算定図 緑化率の求積に必要な各部分の寸法及び算式 

接道長さ算定表 敷地外周の１／６以上の長さが道路に接することを示す算式 

各階平面図 縮尺、方位、間取り、各室等の用途並びに壁及び開口部の位置 

床面積及び建築面

積求積図 

床面積及び建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式 

立面図（４面） 縮尺、開口部の位置、延焼のおそれのある部分の外壁及び軒裏の構造、地

盤面、屋外広告物及び看板等、地盤面及び前面道路の中心線からの建築物

の軒の高さ及び最高高さその他各部分の高さ 

２面以上の断面図 縮尺、床の高さ、各階の天井の高さ、軒及び庇の出、地盤面、地盤面の異

なる区域の境界線、土地の高低、擁壁の位置、敷地の接する道路の位置、

幅員及び種類、地盤面及び前面道路の中心線からの建築物の軒の高さ及び



最高高さその他各部分の高さ、地盤面からの屋外広告物その他工作物の各

部高さ、法第56条第１項から第６項までに掲げる規定による建築物の各部

分の高さの限度、高度地区の規定による建築物の各部分の高さの限度 

平均地盤面算定表

及び算定図 

建築物が周囲の地盤と接する各位置の高さ及び各部寸法、地盤面を算定す

るための算式 

日影図 縮尺及び方位、敷地境界線、法第56条の２第１項の対象区域の境界線、法

別表第４の各項に掲げる地域又は区域の境界線、日影時間の異なる区域の

境界線、敷地の接する道路、水面、線路敷その他これらに類するものの位

置及び幅員、敷地内における建築物の位置、平均地盤面からの建築物の各

部分の高さ、建築物の各部分からの真北方向の敷地境界線までの水平距離、

法第56条の２第１項の水平面（以下「水平面」という。）上の敷地境界線

からの水平距離５メートル及び10メートルの線（以下「測定線」という。）、

建築物が冬至日の真太陽時による午前８時から30分ごとに午後４時までの

各時刻に水平面に生じさせる日影の形状、建築物が冬至日の真太陽時によ

る午前８時から午後４時までの間に測定線上の主要な点に生じさせる日影

時間、建築物が冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間に

水平面に生じさせる日影の等時間日影 

土地所有者一覧 申請土地所有者及び申請建築物所有者の住所及び氏名 

維持管理誓約書 申請建築物、申請土地の維持管理計画及び許可基準への適合に係る誓約事

項 

土地所有者等の同

意書 

維持管理誓約書の記載内容に係る申請土地所有者及び申請建築物所有者の

同意 

既存不適格調書 現に存する建築物に係る法第７条第５項、第７条の２第５項又は第18条第

18項の規定により交付された検査済証の写し、配置図、各階平面図及び２

面以上の立面図 

建替え比較図 建替え後の建築物のうち高度地区の規定を超える部分の形状、規模及び日

影の影響が、当該建替え前の現に存する建築物の形状、規模及び日影の影

響を超えないことを示す図書 

現況写真 申請建築物及び申請土地の現況並びに適用除外基準に適合することを示す

写真 



説明実施報告書 周辺住民への建築計画の説明会等の開催状況及び使用した資料 

その他許可事項の審査の参考となる図書として市長が指示するもの 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

（令３規則66・一部改正） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

（令３規則66・一部改正） 

 


